
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流通・サービス業に特化した、アウトソーシング事業を展開する株式会社メディアフラッグ（本社：東京都渋

谷区、代表取締役社長：福井康夫）の子会社でアウトソーシング事業の運営を行っている株式会社MEDIAFLAG沖

縄（本社：沖縄県名護市、代表取締役社長：川上 友）は、全国に拡がるマイクロタスクを集約し、コントロー

ルするセンターとし、全国に配備するマイクロタスク人材へ労働機会の提供等を行っています。 

 

 

◆ 高齢者が活躍できるお仕事提供 

当社における「マイクロタスク人材」とは特別なスキルや資格を必要とせず、老若男女問わず誰でも出来るお

仕事（マイクロタスク）で活躍している人材の事を指します。 

昨今少子化や急激な超高齢社会の到来を迎え、労働力の減少が大きな問題になっており、高齢者が社会でより

活躍すること、出来ることが求められています。当社では、若い世代の活躍だけでなく、60歳以上の方もお仕事

できる環境を提供しており、年齢に捉われず活躍することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記左表は2017年8月までのスポット稼働件数と、そのうちの60歳以上の方が稼働可能なお仕事数です。60歳以

上の方は、80%近くのお仕事が実施できることが分かります。 

また、右グラフは2017年8月までの実施可能年齢上限別のお仕事数になります。60歳から70歳を上限としている

お仕事が多く、高齢者が活躍できるお仕事が多いことが分かります。 

当社では、今後も多種多様な労働機会を全国で提供し、メディアクルーへの約束である【価値ある労働機会の提

供】【消費活性化による社会貢献】【コンプライアンス遵守】を軸に、マイクロタスク人材の労働機会創出を拡大

させて参ります。 

 

 

『マイクロタスク人材』× シルバー世代の活躍 

～1億総活躍社会×年齢に捉われない働き方～ 

News Release 

平成 29 年 9 月 14 日 



◆ 働く高齢者の増加推移 

下記グラフは統計局の労働力調査による「高齢者の就業者数の推移」になります（ここでいう高齢者は65歳以

上の方をいいます）。年々高齢者の方でも就業、仕事をしている方が増えており、社会で活躍している方が増加

していることが分かります。 

当社では、定年退職した方や、時間にゆとりが出来たため空いた時間にお仕事をしたい方など、ニーズに合わ

せた多種多様なお仕事があります。定期的に店舗巡回を行うラウンダー業務、飲食店等の覆面調査等、時間場所

に捉われず出来る様々な業務を幅広く展開しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ マイクロタスク人材とは・・・ 

当社における「マイクロタスク人材」とは特別なスキルや資格を必要とせず、老若男女問わず誰でも出来るお

仕事(マイクロタスク)で活躍している人材の事を指します。仕事のジャンルとして営業系、販促系、調査系、事務系

の4つのマイクロタスク型に分類し提供をしております。 

 

◆ 株式会社MEDIAFLAG沖縄 会社概要 

社名：  株式会社MEDIAFLAG沖縄 

事業内容： アウトソーシング事業 

設立： 2012 年 10 月 

代表者： 代表取締役社長 川上友 

本社所在地： 沖縄県名護市豊原 224-3 名護市マルチメディア館 1F 

 

◆ 株式会社メディアフラッグ 会社概要 

社名：  株式会社メディアフラッグ （コード番号：6067 東証マザーズ） 

事業内容： 流通・サービス業に特化した、インターネット活用型アウトソーシング事業。消費財メーカー

向け営業アウトソーシング、店頭リサーチ事業、マーケティングに関わるシステム開発および 

ASP 展開。調査インフラとして、全国 47 都道府県のメディアクルー（登録スタッフ）数が 25 

万人を超える。 

設立： 2004 年 2 月 

資本金： 340 百万円（2017 年 6 月末現在） 

代表者： 代表取締役社長 福井康夫 

本社所在地： 東京都渋谷区渋谷 2 丁目 12-19 東建インターナショナルビル 6F 

従業員数： 698 名（メディアフラッグ単体、グループ全体では 827 名）（2017 年 8月 9 日時点） 

WebURL： http://www.mediaflag.co.jp/ 

 

■本件に関するお問い合わせ■ 

株式会社メディアフラッグ 広報担当 

TEL：03-5464-8321  FAX：03-5464-8322  E-mail： pr@mediaflag.co.jp 

出典(「労働力調査結果」(総務省統計局)） 

http://www.mediaflag.co.jp/

